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１．はじめに 

 内閣府（2012）は，我が国の製造業における市区

町村ごとのデータを利用し，生産性を事業所密度で

回帰することで事業所密度と生産性の関係を見てい

る．事業所密度が高い市区町村ほど生産性が高い結

果となっており，事業所の集積は生産性と正の相関

があることが述べられている．また，都道府県別の

高度人材比率と労働者一人当たりの付加価値産出額

の関係から，高度人材比率が高い都道府県ほど一人

当たりの付加価値産出額が高いことを示している．

このように，事業所や高度人材の集積は，生産性に

とってプラスの効果があるとされている． 

Rosenthal, S. and Strange, W.（2008）は，人的資本

の外部性と，賃金と人的資本集積の関係の距離によ

る減衰に注目し，アメリカ合衆国のデータを用いて

分析を行っている．結論として，雇用の空間的中心

性は賃金と正の関係があること，このような効果は

中心部から距離があるほど急激に減衰することなど

が挙げられている． 

これらのように人的資本の集積が生産性の向上に

有用であることを踏まえて，本稿では東京圏（埼玉

県，千葉県，東京都（島嶼部を除く），神奈川県）に

おける「従業者の集積」について，市区町村よりも

小さい地域単位で編成されている地域メッシュ統計

データを利用して，その空間的な分布を明らかにす

るとともに，鉄道駅の密度を説明変数，従業者密度

を被説明変数としてモデル化し，従業者の集積につ

いて利便性の観点から考察する． 

1.1．先行研究 

 都心部における従業者の集積の形状については，

後藤（1997）が事業所統計調査の 2 分の 1 地域メッ

シュ統計の「事業所形態別従業者数」を利用して「都

市型従業者集積地区」を設定し，分析している．都

市型従業者集積地区は，5000 人/㎢に相当するように

メッシュ当たり 1250 人以上，及び店舗・飲食店従業

者が 250 人以上という条件に加えて，メッシュ同士

が連続している領域で従業者総数が 1 万人を超える

もの，と定義されている．このように従業者密度を
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用いて定義した全国の「都心」について，空間形状

の特徴を数値化した指標等を用いて分析している． 

中村・髙塚（2009）は，地方に位置する政令指定

都市を除く県庁所在都市を対象として，平成 12 年

の国勢調査と平成 11 年の商業統計を基準とした町

丁目単位のデータセットを作成し，都市内における

販売額の分布が人口分布も考慮に入れた都市の空間

構造によってどのように説明されるかについてモデ

ルを定式化し，その推定を試みている．推定された

パラメータを用いて，都市内交通の改善がもたらす

影響とコンパクトシティ政策を念頭においた影響に

関してシミュレーション分析を行い，都市のコンパ

クト化（集積）が中心部の活性化に寄与することを，

小売販売額の点から示している． 

1.2．目的 

 本稿では地域メッシュ統計と GISを利用して任意

の地域単位別に従業者数を集計し，東京圏における

従業者密度の空間的な分布を地図化する．この集計

した従業者密度は平滑化されるため，地域的に連担

した従業者密度の分布形状を表示できる．また，こ

れらの従業者の集積について，鉄道駅数の密度を説

明変数，従業者密度を被説明変数として回帰式を作

成してモデル化し，鉄道駅数，すなわち交通の利便

性と，従業者密度の関係とその構造を明らかにする．

最後に，各地点における集計値と回帰式による予測

値との残差を地図化し，従業者密度が予測値よりも

大きい地点，あるいは小さい地点を把握する．これ

らから，地域データを利用した回帰分析における集

計地域単位と推定の決定係数の関係を明示すること，

集計方法及びモデル設定に関する課題を明らかにす

ることを研究の目的とする． 

1.3．可変単位地区問題 

 地域研究では，公的統計データの都道府県別や市

区町村別などの集計結果を利用した分析が多い．し

かし，このような地域データを利用した分析につい

ては，集計された地域単位や分析する地域範囲のサ

イズで分析結果が異なる「可変単位地区問題」に注

意する必要がある．地域分析においては，研究の目

的に応じて分析地域単位と分析地域範囲を設定する

が，地理情報を用いた分布図の作成や，各種の空間

データ解析を行う際に，分析地域単位と分析地域範

囲の違いが分析結果に違いをもたらすことがある．

これらの分析単位によって結果が変わる問題は空間

スケール問題といわれ，可変単位地区問題（MAUP：

Modifiable Areal Unit Problem）のひとつとして知られ

ている（Openshaw（1984），中谷（2015））． 

 可変単位地区問題には，分析地域単位問題や分析

地域範囲問題のような空間スケール問題以外にゾー

ニング問題もある．ゾーニング問題とは，同じ程度

のサイズの分析地域単位であっても，その分析地域

単位の作り方（境界設定の仕方）によって分析結果

が変わってしまうものである．本稿では回帰式の推

定における集計地域単位別の決定係数やゾーニング

の影響について観察する． 

 本稿の構成は以下の通りである．第 2 章では東京

圏の市区町村別のデータを利用して従業者密度を地

図化し，鉄道路線が立地し駅数が多い地域は従業者

密度が高い傾向にあることを確認する．次いで市区

町村別の駅密度で従業者密度を回帰する．第 3 章で

は地域メッシュ統計を利用して移動窓法により任意

の地域単位別（バンド幅：1000m，2000m，3000m，

4000m，5000m）従業者密度の分布を地図化する．そ

れぞれの地域単位において回帰係数の推定を行い，

集計サイズの違いによる決定係数の大きさを確認す

る．第 4 章ではバンド幅 4000m の分析地域単位のモ

デル式により予測値を計算し，各地点の従業者密度

との残差を地図化し，駅密度と従業者密度の関係に

ついて考察する．第 5 章では今後の課題についてま

とめる． 

 

２．既存の地域単位におけるモデル化 

2.1．利用データ 

 本研究では平成 28 年経済センサス－活動調査の

市区町村別従業者数（C～R：第 2 次産業，第 3 次産

業の民営事業所），国土数値情報の平成 28 年度鉄道

データを利用し，市区町村別の分析では境界未定地

域は分析から除外している． 

2.2．従業者密度と鉄道路線 

 図 1 は，東京圏における市区町村別従業者密度と

鉄道路線を重ねたもので，この図を見ると鉄道路線
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沿いの市区町村の従業者密度が高く，また，都心部

から離れるほど従業者密度は低くなる傾向がある．

都心部は官公庁や大企業，その他多くの事業所が立

地し，鉄道網が密で交通の利便性が高いため，従業

者密度が高い．駅密度以外にも従業者密度に影響を

与える変数は存在すると考えられるが，本稿では分

析地域単位の大きさが決定係数に与える影響を明ら

かにすることを目的とするため，解釈が複雑になら

ないように，駅密度のみを説明変数とした単回帰分

析を行う． 

 

図 1 市区町村別従業者密度と鉄道路線 

 

2.3．回帰分析 

回帰分析は，説明される変数を Y で表し，これを

被説明変数，説明する変数を X で表し，これを説明

変数と呼ぶ．回帰分析の目的は X と Y との定量的

な関係の構造（モデル）を求めることである． 

 ここでは，東京圏の市区町村のポリゴンに含まれ

る駅数と従業者数を市区町村の面積で除して駅密度

と従業者密度を算出する．駅密度を説明変数 X，従

業者密度を被説明変数 Y とし，X と Y の線形の関係

を分析する．X と Y を関係付ける直線の傾きは，X

が 1 単位変化したときの Y への影響に相当し，2 変

数の標本データを使ってこの傾きを推計し，X の 1

単位の変化が Y へ及ぼす影響を推定する．X と Y の

間の直線の傾きと切片は，最小二乗法と呼ばれる手

法で推計される． 

市区町村別に 1 ㎢当たり 1 駅（X）減少した場合

に従業者数（Y）は 1 ㎢当たり何人減少するかとい

うことを考える場合，変数の変化を定量的に把握す

ることが必要になる．その変化をβ とし，β ＝10000

の場合，駅が 1 ㎢当たり 1 駅減ると従業者は 1 ㎢当

たり 10000 人減少する．このような直線は以下の式

で表すことができる． 

 

Y = β + β X             （1） 

 

ここで，β は直線の切片，β は傾きを表す．（1）

式はすべての市区町村について厳密に成立する式で

はなく，母集団の市区町村で平均的に成立する関係

を表したものと理解される．このような線形の関係

がそれぞれの市区町村で成立するには，それぞれの

固有の特性（住民の特性，事業所の賃料など）とい

った他の要因を組み入れる必要があるが，ここでは

それを「その他の要因」として表す． 

 今分析する市区町村数を , 番目の駅密度を ，従

業者密度をY  ,従業者密度に及ぼす「その他の要因」

を とすると（1）式はより一般的な表現として表さ

れる． 

 

Y = β + β X +   ( = 1,2, … , )   （2） 
 

2.4．回帰係数の推定 

 切片β と傾きβ は，母集団の回帰線における係数

に当たり，切片はX＝0の時の母集団回帰線の値で，

その点で回帰線は Y 軸と交わる． は誤差項と呼ば

れる． 

 最小二乗推定量とは，観察されるデータに回帰線

ができるだけ「近く」なるような回帰係数を選ぶも

ので，その「近さ」は，与えられた X に基づいて Y

を予測したときの誤りを二乗した値の合計で測られ

る． と をそれぞれ と の推定量とする．これ

らの推定量の下での回帰線は + X で，その線に

基づくY の予測値も + X となる．したがって，

第 観測値に関する予測ミスはY −（ + X ） =
Y − − X となりすべての 観測値について，そ

の予測ミスの二乗を合計したものは，次式のように

なる． 

 

∑ (Y − − X )          （3） 
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 この式を最小にするような切片と傾きの推定量は

β とβ の最小二乗推定量と呼ばれ，以下の式で推定

できる． 

= ∑ ( )( )
∑ ( ) =         （4） 

= −              （5） 
 

東京圏における市区町村別の従業者密度と駅密度

の関係を推定すると，推定された傾きは 12754.1，推

定された切片は−766.0 となる．したがって回帰式は

以下のように表せる． 

 

= −766.0 + 12754.1 × 駅密度 （X）       （6） 
 

2.5．回帰式の当てはまりの指標 

 R2と回帰の標準誤差は，最小二乗推定量を使って

得られた最小二乗回帰線が現実データとどの程度当

てはまっているかを測る指標である．R2 は 0 から 1

の間の値を取り，Y の分散がX の散らばりによって

どれだけ説明されるかその割合を測る．回帰の標準

誤差は，Y が回帰線の予測値とどれほど離れている

かを測る． 

 市区町村別の回帰における R2 は 0.81 で，説明変

数の駅密度は被説明変数の従業者密度の 81％を説

明することを意味する．また標準誤差は 400.2 で，

回帰残差の標準偏差が 400.2 であることを意味し，

その単位は従業者密度である．市区町村別の従業者

密度の回帰線を中心とした散らばり具合が１㎢当た

り 400 人の規模でばらついているということを意味

する． 

2.6．回帰係数の検定 

推定したβ について t 統計量による仮説検定を行

うことができる．もしβ = 0であれば，（6）式の推

定は意味がないということになるため，帰無仮説

H ：β = 0を検定する．t 統計量は以下の式で計算

できる． 

= 推定量 仮説の値

推定量の標準誤差
= ,         （7） 

 

（7）式から t 統計量は 31.9 となり，帰無仮説は 0. 

1％水準で棄却される．このため，駅密度は従業地密

度に対して影響を与えていると統計的にみなすこと

ができる． 

2.7．最小二乗法における仮定 

 最小二乗法が , の適切な推定量となるための3

つの仮定を表 1 示す． 

表１ 最小二乗法における仮定 

仮定 1 誤差項 のX が与えられた下での条件付平均
はゼロ 

仮定 2 （X , Y ）, = 1, … , は独立かつ同一の分布を
持つ確率変数 

仮定 3 （X , Y ）は有限の尖度を持つ（外れ値を持た
ない） 

（出所）ストック, J. H ワトソン, M.W.（2016）を参考に作成 

 

仮定 1 は誤差項 は市区町村別の従業者密度と回

帰線との差であり，従業者密度を説明する「他の要

因」にあたる．他の要因は回帰モデルの予想よりも

高い密度（ ＞0）をもたらすこともあれば，悪い成

績（ ＜0）をもたらすこともある．しかし，母集団

全体で平均すれば回帰モデルの予想は正しいという

状況を表す． 

仮定 2 は標本データがどのように抽出されるかに

関する一つの表現で，単純な無作為抽出の下で，n 個

のメンバーが母集団からランダムに選ばれ，各メン

バーが選ばれる確率は同じとする．各メンバーが選

ばれる可能性は皆等しく，Y の分布はすべての i に

対して同一なので，確率変数Y ,…Y は独立かつ同一

の分布に従う．東京圏を母集団と考えると，市区町

村別のデータは全数を分析していると考えられるが，

次項で行う任意の範囲の推定では仮定 2 が成立する

ようにデータを無作為に抽出する． 

仮定 3 はデータの外れ値に関する仮定で，最小二

乗法は予想値の偏差の二乗和を最小にしているため，

外れ値の影響を強く受ける．したがって外れ値を含

むようなデータの分析にはあらかじめその可能性を

除くなどの注意が必要である．本研究では散布図を

作成して散布図で外れ値の有無を確認した． 

2.8．均一分散と不均一分散 

 図 2 は東京圏における市区町村別の従業者密度と

駅密度の散布図と推定した回帰直線である．説明変
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数が大きくなるにつれ，被説明変数の分散が大きく

なっている．この対処法として頑健な標準誤差を用

いることがよく行われており，頑健な標準誤差の結

果を利用して t 統計量を計算する．この結果，t 統計

量は 7.8 となり均一分散のみに有効な t 統計量 31.9

よりも値は小さくなるが，p 値は 0.001％水準で有意

となり，帰無仮説H ：β = 0は棄却される． 

 
図 2 市区町村別の従業者密度と駅密度の散布図 

 

３．任意の地域単位別の回帰推定量と決定係数 

3.1．利用データ 

 平成 28 年経済センサス－活動調査の地域メッシ

ュ統計（2 分の 1 地域メッシュ）の従業者数（C～R：

第 2 次産業，第 3 次産業の民営事業所）および国土

数値情報の平成 28 年度鉄道データを利用した． 

 地域メッシュ統計データは表章地域単位であるメ

ッシュデータのまま使用するのではなく，メッシュ

の図形重心点を算出し，その重心点に従業者数を収

録させたものを利用した．また駅のデータは，駅の

中心点座標を算出しポイントデータを作成した． 

3.2．移動窓法 

 作成した図形重心点データを，空間データ分析手

法のひとつである「移動窓法」により任意の地域範

囲に集計して利用する．空間データはある地域では

大きい値を示し，他の地域では小さい値を示すなど

多くの場合において場所によって異なる特徴を示す

が，移動窓法を利用することにより，場所による特

徴の違いを把握することができる． 

 移動窓法は分析地域全域の一部を覆う領域を表し，

この領域（あるいは「窓」）はある位置から他の位置

に移動し，窓には円形か四角形が使われることが多

い（本稿では円形を窓とした）．窓は分析範囲全体を

規則正しいステップで動き，各場所で集計などの処

理を実行するものとする(Lloyd,2010)． 

3.3．集計方法 

 従業者数，駅数については，各地域メッシュの図

形重心点からを半径 1000m，2000m，3000m，4000m，

5000m（以下バンド幅という）の円（移動窓）を作成

し，その窓内にある重心点の従業者数，駅数を集計

し円の面積で割って密度を算出し，その結果を重心

点に収録している（図 3）． 

 バンド幅によって集計する地域単位が異なるので，

分析に当たっては移動窓の面積で従業者数を除した

密度を算出した．表 2 に移動窓のバンド幅別の面積

と東京圏における平成 27 年国勢調査の町丁・字等

境界と市区町村の面積の平均を示す． 

 
図 3 メッシュの図形重心点と移動窓 

 
表 2 移動窓の面積と東京圏の集計地域区分 

面積の平均 
バンド幅別移動窓の面積および東京圏
における集計地域区分の面積の平均 

面積
（㎢） 

2分の 1地域メッシュ(533946201) 0.26 
町丁・字等(東京都島嶼部除く） 0.55 

半径 1000m 3.14 
半径 2000m 12.57 
半径 3000m 28.27 
半径 4000m 50.27 

市区町村(東京都島嶼部除く） 54.34 
半径 5000m 78.54 

 

3.4．バンド幅別従業者密度の分布 

図 4 にバンド幅別従業者密度の分布を示す．バン

ド幅 1000m の移動窓により集計した従業者密度の

分布を見ると，鉄道沿線に密度が高い地域が分布し

ている様子が目視できる．従業者密度が 5000 人/㎢

以上と高い地域は，本川越，本厚木，柏などの郊外
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の市街地にも分布している．バンド幅が 3000m の移

動窓により集計した従業者密度の分布を見ると，バ

ンド幅 1000m の従業者密度の分布と比較して平滑

化されており，従業者密度が 5000 人/㎢以上の高い

地域は東京都区部（川崎市が統合されている），大宮

駅，千葉駅，吉祥寺駅，国立駅，横浜駅など郊外の

ターミナル駅付近において従業者密度が高い．さら

にバンド幅が 5000m の移動窓により集計した従業

者密度の分布を見ると，さらに平滑化が進み従業者

密度が 5000 人/㎢以上と高い地域は東京都区部と川

崎及び横浜が統合された地域のみとなる． 

 

 

 

 
図 4 バンド幅別の従業者密度の分布 

3.5．ランダム抽出点 

 移動窓法による集計を行うと図 3 のように隣接す

る分析地域単位ではほとんどの重心点が重複するた

め，すべての点を使用して推定を行うと最小二乗法

の仮定 2：（X , Y ）の独立が満たされない．本稿では，

この影響を取り除いて任意の分析地域単位別の回帰

係数を推定するため，分析地域単位のサイズごとに

空間的に互いに独立でランダムな点を作成し，標本

を抽出した（以下，「ランダム抽出点」という）． 

地域データは集計する位置によってデータ値の傾

向が異なるため，多くのパターンについて東京圏に

おける回帰係数の推定を計算することとし，ランダ

ム抽出点はバンド幅毎に 100 組作成した． 

ランダム抽出点の作成に当たっては，以下の①~

③の処理を 1.5 万回繰り返して行った． 

①GIS の乱数発生の関数により任意の重心点を検索

し，ランダム抽出点を示す符号を付与する． 

②ランダム抽出点を中心としてバンド幅を半径とす

るバッファを作成する． 

③バッファに重なる重心点にランダム抽出点のバッ

ファ内であることを示す符号を付与する． 

2 回目以降も①~③の処理を行うが，新しいバッファ

内に既存の符号が存在しない場合にのみ新たに符号

を付与する． 

3.6．回帰係数の推定 

 ランダム抽出点における駅密度と従業者密度から

東京圏における回帰係数をバンド幅ごとに 100 組推

定した．係数β ，β ，決定係数 の基本統計量を表

3 に示す．推定に当たっては頑健な標準誤差の結果

を利用して t 統計量を計算している． 

当てはまりの良さを示す決定係数 はバンド幅

1000m の平均は 0.604，2000m の平均は 0.750，3000m

の平均は 0.824，4000m の平均は 0.869，5000m の平

均は 0.902 となり，地域単位が大きくなるほど駅密

度で従業者密度を回帰した際の当てはまりがよい． 

係数β の推定量は t 検定の結果 100 組中 100 組の

推定が 1%水準で有意である．係数β の平均をバン

ド幅別に見ると，8805.1（1000m），11776.5（2000m），

12306.4（3000m），11796.5（4000m），11024.8（5000m）

であり，バンド幅 3000m の傾きが最も大きく，駅密

従業者密度（人/㎢）
" 0 - 500
" 501 - 1000
" 1001 - 2000
" 2001 - 5000
" 5001 -

従業者密度（人/㎢）
" 0 - 500
" 501 - 1000
" 1001 - 2000
" 2001 - 5000
" 5001 -

従業者密度（人/㎢）
" 0 - 500
" 501 - 1000
" 1001 - 2000
" 2001 - 5000
" 5001 -

バンド幅 1000m 

バンド幅 3000m 

バンド幅 5000m 
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度の増加に対する従業者密度の増加度合が高くなる． 

係数β の推定量は，バンド幅が小さい場合に t 検

定の結果が 95％水準で有意にならないことが多く，

帰無仮説H ：β = 0が棄却されない． 
 
表 3 バンド幅別最小二乗推定量および 
決定係数の基本統計量 

 

 

 

 

本稿では，東京圏の市区町村と面積の水準が最も

近いバンド幅 4000m の推定量について（表 2），100

組の平均を東京圏の母集団の推定量と考えて回帰式

を作成した（式（8））． 

 

= −430.1 + 12306.4 × 駅密度（X ）  （8） 
 

東京圏の市区町村別の回帰における決定係数 R2

は 0.81 である．バンド幅 4000m の推定における決

定係数 R2 の平均は 0.87 と，バンド幅別の方が当て

はまりの割合が高い傾向があるが，決定係数 R2の最

小値は 0.72 と低く，ランダム抽出点の組み合わせ

（抽出された地点の組み合わせ）により駅密度によ

る従業者密度の説明力が弱くなる． 

 

４. 推定結果の地図化 

4.1．バンド幅 4000m の実測値と予測値の比較 

 図 5 は，バンド幅 4000m で集計された従業者密度

（実測値）と，最小二乗推定量の平均を使って得ら

れた（8）式にバンド幅 4000m の移動窓により計算

された駅密度X の下で計算される予測値 分布であ

る． 

 実測値と比較して予測値の方が従業者密度 5000

人/㎢以上の地域（以下「高密度地域」という）が広

く分布している．都心部を含めた地域は実測値より

も一回り大きく予測されており，加えて実測値では

高密度ではない多摩地域（府中市，国立市，日野市，

立川市），神奈川県の藤沢市，鎌倉市，千葉県の市川

市，船橋市，千葉市にも高密度地域が分布している．

これらの地域は駅密度に対して従業者密度が相対的

に低い地域と言える． 

 また予測値では駅密度が 0 の地域では従業者数に

係数β0 係数β1 R2

平均 -147.4 8805.1 0.604
標準誤差 10.8 59.2 0.004
標準偏差 108.5 592.1 0.039
分散 11766.8 350595.2 0.002
範囲 554.6 3313.9 0.191
最小 -407.1 6941.5 0.494
最大 147.5 10255.4 0.685
データの個数（※） 100（0） 100（100） 100

（）内はp値が95％水準で有意になる数

1000m

係数β0 係数β1 R2

平均 -443.0 11776.5 0.750
標準誤差 16.6 111.5 0.005
標準偏差 166.5 1115.0 0.045
分散 27715.8 1243289.6 0.002
範囲 635.7 4607.0 0.223
最小 -724.6 9138.9 0.616
最大 -88.9 13745.9 0.839
データの個数（※） 100（33） 100（100） 100

（）内はp値が95％水準で有意になる数

2000ｍ

係数β0 係数β1 R2

平均 -467.7 12306.4 0.824
標準誤差 16.9 138.2 0.004
標準偏差 169.0 1382.5 0.042
分散 28547.9 1911211.6 0.002
範囲 751.0 6891.0 0.220
最小 -759.7 8099.9 0.682
最大 -8.8 14990.9 0.902
データの個数（※） 100（47） 100（100） 100

（）内はp値が95％水準で有意になる数

3000ｍ

係数β0 係数β1 R2

平均 -430.1 11796.5 0.869
標準誤差 19.6 167.5 0.005
標準偏差 196.3 1675.5 0.047
分散 38536.7 2807174.2 0.002
範囲 882.8 7996.0 0.233
最小 -796.0 7141.3 0.716
最大 86.8 15137.2 0.949
データの個数（※） 100（57） 100（100） 100

（）内はp値が95％水準で有意になる数

4000ｍ

係数β0 係数β1 R2

平均 -349.9 11024.8 0.902
標準誤差 19.4 178.2 0.004
標準偏差 194.0 1782.0 0.040
分散 37650.7 3175483.9 0.002
範囲 805.9 7816.0 0.199
最小 -777.7 7190.3 0.765
最大 28.1 15006.3 0.964
データの個数（※） 100（74） 100（100） 100

（）内はp値が95％水準で有意になる数

5000ｍ



8 

切片の値-430 人が計算されている．従業者密度が負

の値となるのが現実的ではなく，駅以外の利便性の

説明変数としてインターチェンジ，バス停の密度な

どの他の移動手段による利便性をモデルに組みこむ

ことや，小売業の顧客となる人口を考慮に入れるな

ど，モデルの定式化に課題がある． 

 

 

 
図 5 従業者密度実測値と予測値の比較 

 

4.2．残差 

 バンド幅 4000m の移動窓で集計された従業者密

度Y と予測従業者密度 の差である残差（Y − ）を

算出し，予測値に対する割合（％）を地図化した．

東京都区部外縁部や府中，国立，立川など東京都の

郊外，市川市や船橋市などでは予測値に対して実測

値が小さく（青色系），埼玉県や神奈川県西部では予

測値に対して実測値が多い（赤色系）．赤色系の地域

は自動車の利用が多いなど，駅密度以外の要素で従

業者密度が説明される地域と考えられる． 

 市区町村別の結果も同様に残差率を計算して地図

化すると，メッシュデータを移動窓で集計したもの

と同様の分布傾向が確認できるが，メッシュ別のも

のと比較して地点の情報量が少ないため，空間的に

詳細な傾向を把握できない． 

 市区町村のような固定化されたエリアではなく，

任意の地点における集計結果について残差率を地図

化することにより，集計地域の大きさのみならず地

点（位置）による推定結果の違いについて表示し，

より詳細に鉄道路線などの社会基盤との関係を把握

できる． 

 

 

 
図 6 残差率の分布 

 

５. おわりに 

5.1．まとめ 

本稿では，市区町村別の集計結果と地域メッシュ

統計を利用した任意の地域単位別の集計結果につい

て従業者密度と駅密度の回帰式を推定した．任意の

地域単位別の集計結果については，バンド幅別に決

定係数を比較したところ，サイズが大きいほど決定

係数が大きくなることを確認した． 

 面積の水準が市区町村別と同水準にあるバンド幅

4000m の回帰係数の推定結果による予測値と実測値

を比較したところ，駅密度が高いにもかかわらず従

従業者密度（人/㎢）
" 0 - 500
" 501 - 1000
" 1001 - 2000
" 2001 - 5000
" 5001 -

従業者密度（人/㎢）
" -430 - 500
" 501 - 1000
" 1001 - 2000
" 2001 - 5000
" 5001 - 47556

バンド幅 4000m 
実測値 

残差率（％）
残差/予測値

-99 - -90

-89 - -60

-59 - -30

-29 - 30

31 - 60

61 - 90

91 - 
" 予測値＜0

残差 / 予測値
 - -99

-98 - -60

-59 - -30

-29 - 30

31 - 60

61 - 90

91 - 

駅数が0

バンド幅 4000m 
予測値 

バンド幅 4000m 

市区町村別 
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業者密度が高くない地域が郊外にあることが確認で

きた．都心部への従業者の集積が著しいと考えられ

る． 

 さらに実測値と予測値について残差率をバンド幅

4000m の地域単位別と市区町村別の結果で比較した

ところ，移動窓により任意の地点で集計した結果の

方が地点の詳細な結果について把握することができ，

鉄道路線などの社会基盤との関係を明らかにできる

ことを示した． 

5.2．今後の課題 

 埼玉県南部や神奈川県西部などは予測値が実測値

よりも小さく，駅密度のみでは回帰の度合いが小さ

い結果となった．駅密度に対して従業者密度が高い

ことを示しており，これらの地域では都心からの距

離や自動車利用による移動など鉄道以外の利便性に

関する説明変数を追加した重回帰分析を行うことが

課題として考えられる． 

 今回は最も基本的な最小二乗法による回帰分析を

行った．この方法は，すべての地点を含んで係数の

推定を行うグローバルモデルである．定数を除く係

数が地点ごとに計算されるローカルモデルである回

帰分析の方法として地理的加重回帰法があり，この

方法を用いて同様の分析を行うことも今後の課題と

して挙げられる． 
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